
平成１５年９月１日総合防災訓練
南関東地域直下の地震にかかる訓練（訓練想定地震）

●震 源
●地震の規模
●死 者

： 埼玉県南部（さいたま市）
： Ｍ７．１
： 約６，５００人

震源

南関東地域直下の地震に係る
内閣総理大臣指示事項について報告

説明資料２



南関東地域直下の地震の災害応急対策における国と地方公共団体の役割分担

市町村（長） 都県（知事） 国

災害応急対策の実施主体は原則として 都県が管理する施設の応急復旧等を 国が管理する施設の応急復旧等を自ら行
市町村 自ら行うほか、市町村による応急措 うほか、広域的な調整や応援により都県

置を代替、補完 による応急措置を補完

● 市町村災害対策本部の設置 ● 都県災害対策本部の設置 ● 緊急災害対策本部・現地対策本部の
設置

● 住民に対する避難勧告、指示 ● 自ら行う応急措置
・交通規制 ・自衛隊の災害派遣

● 自ら行う応急措置 ・都県が管理する道路、港湾等の応急復 ・緊急消防援助隊、広域緊急援助隊等
・避難地の確保 旧 （警察）の派遣指示
・飲料水、食料、衣服、毛布等の供給・供 ・区域内の緊急輸送活動の実施 ・交通規制の指示
与 ・広域緊急医療
・救急・救助・消火 ● 左記の市町村による応急措置の代替 ・被災区域外から被災区域内への緊急
・仮設住宅の建設 輸送活動の調整

● 政府調査団の派遣

● 自ら行う応急措置
・海上保安庁による救助
・国が管理する道路、港湾等の応急復旧

南関東地域直下の地震に係る国の応急対策の課題についての検討経緯

平成１５年１月 南関東地域直下の地震に係る図上訓練反省点を踏まえ、国が行う災害応急対策の課題について検討を開始

１５年８月 関係閣僚意見交換会において、国が行う災害応急対策のうち最も初期対応が必要な①広域緊急医療、②救助
、 、 、・救急・消火 ③緊急輸送について意見交換を行い 議論を踏まえ内閣総理大臣より早急に対処すべき課題

４項目について指示

１５年１２月 中央防災会議において検討状況の中間報告



南関東地域直下の地震に係る内閣総理大臣指示事項について報告

総 理 大 臣 指 示 事 項 検 討 結 果

① 広域医療搬送計画を定めること （厚生労働省） ・広域医療搬送の対象となる患者の症状と目標とする患者数（阪神・淡路大震。
災の経験を踏まえ、約４９０人）を設定。

・全国の医療施設において広域搬送患者の受入は可能。

・広域医療搬送に従事する医師は必要数約１００人に対して不足。災害拠点病
院等も含めた医師等の派遣体制の構築が課題。

② 消防庁及び警察庁の広域援助隊の派遣計画を策 ・緊急消防援助隊運用方針
定すること （消防庁、警察庁） 陸路で１２時間以内に約１，２００隊を派遣。。
自衛隊や広域援助隊の活動拠点の確保を図るこ
と （消防庁） ・広域緊急援助隊等（警察）の派遣計画。

６０時間以内に約２０，０００人を派遣。

・広域援助隊部隊の活動拠点の選定
警察、消防、自衛隊の部隊活動の拠点として、４６５ケ所の拠点地を決定。

③ 自衛隊機の利用計画を定めること （防衛庁等） ・自衛隊員及び資機材の輸送と広域医療搬送の両立を図ることを基本として計。
画を策定。

④ 発災時に重点的に確保すべき緊急輸送ルートの ・広域援助隊部隊の進出拠点までの路線を重点的に確保するための「緊急輸送
調整を図ること （警察庁、国土交通省） ルート事前計画」を策定。。

・発災後の状況を踏まえ事前計画を見直し、これに基づき部隊が進出。



南関東直下の地震にかかる内閣総理大臣指示事項について報告の考え方

項 目 考 え 方 の ポ イ ン ト

①広域医療搬送計画

・地震の被害想定 ・地震の規模：Ｍ7.1（震源地：さいたま市）
・死者：約6,500人（阪神・淡路大震災：6,433人）

・患者を域外に搬送する理由 ・１人に対して多数の医師・看護師や医療資機材を要する重篤患者を、被災
地内で手術や治療することは困難。

・搬送対象患者の考え方 ・重篤患者のうち、手術や治療によって助かる可能性のある患者（約４９０
人 。）

・医師や看護師を被災地内に派遣する理由 ・患者搬送には、中継基地における医療や搬送航空機への同乗のための医師
看護師が必要。
・被災地内の医師等は被災地内の医療需要に対応。

・医師等派遣についての課題 ・広域医療搬送に従事する医師は必要数約１００人に対して不足。
・災害拠点病院等も含めた医師等の派遣体制の構築が必要。



項 目 考 え 方 の ポ イ ン ト

②消防庁・警察庁の広域応援派遣計画策定 ・救助・救急・消火のための広域応援部隊の投入につ いては、阪神・淡路大
震災以降、緊急消防援助隊、警察の広域緊急援助隊が組織されており、こ
れらの広域援助隊を発災時に迅速に派遣することが重要。

・緊急消防援助隊運用方針 ・原則として、被害が発生している４都県（東京都、神奈川県、埼玉県、千
葉県）を災害発生都県として、平常時陸路で１２時間以内に参集可能な都
道府県隊２８府県隊については、陸路により車両とともに出動する （最大。
約１，２００隊）

・広域緊急援助隊等（警察）の派遣計画 ・被災地以外の道府県警察の広域緊急援助隊、被災地隣（近）接警察の管区
、 、 、機動隊及び機動隊を最優先に派遣するとともに 以後 全国の管区機動隊

機動隊及び一般部隊を被害の規模に応じて逐次増強派遣する。

、 、 、 ，・被害甚大な東京 埼玉 千葉 神奈川各都県に６０時間以内に合計約２０
０００人を派遣する。

・広域援助部隊の活動拠点の確保 ・大規模震災時、速やかに警察・消防・自衛隊の広域応援部隊等が活動でき
るよう、地方公共団体においては、事前に活動拠点を指定し、発災時は確
実に確保することが重要。

・警察、消防、自衛隊の部隊活動の拠点として、465ケ所の拠点地を決定。



項 目 考 え 方 の ポ イ ン ト

③自衛隊機の利用計画の策定 ・捜索・救助活動と医療提供活動の迅速化について両立を図ることを基本と
する計画の考え方を整理した。

（Ｃ－１・Ｃ－１３０輸送機による輸送）
・南関東地域から遠方の自衛隊等飛行場と被災地との間で、往路において
自衛隊の部隊・資機材及び医師等を被災地内へ輸送するとともに、その
復路において重篤患者を被災地外へ搬送する。
・警察、消防の部隊派遣については、基本的に、約24時間以降需要に応じ
ることとし、自衛隊機で対応できない場合には、民間航空機及びフェリ
ーの利用を検討する。

（ＣＨ－４７大型ヘリコプターによる輸送）
・南関東地域の近隣地域において、自衛隊所要、被災地内の支援活動、広
域医療搬送（医師等もしくは重篤患者の搬送）を行う。



項 目 考 え 方 の ポ イ ン ト

④緊急輸送ルート計画について ・阪神・淡路大震災においては、大規模な交通渋滞が発生し、消防、警察、
自衛隊の応援部隊の被災地域内への進出や、緊急物資の被災地域内への搬
送に遅滞が生じ、迅速な災害応急対策活動の実施に支障が生じたところ。
発災後直ちに行われる各種の災害応急対策活動が迅速に行われるために
は、交通の確保方策について事前に検討を行う必要。

・広域緊急援助隊等（警察 、緊急消防援助隊、自衛隊の進出拠点までの路線）
を、重点的に確保すべき輸送路としてあらかじめ定めた「緊急輸送ルート
事前計画」を策定。

・発災後、被災状況、応急復旧実施状況、迂回路の設定、交通規制状況を盛
り込んだ「緊急輸送ルート計画」を策定し、これに基づいて部隊が進出す
る。



１．広域医療搬送体制の整備

＜検討状況＞

l広域医療搬送の対象となる患者（症状）の考え方を整
理し、目標とする広域医療搬送患者数（発災から3時間
以降７２時間以内で約４９０人）を設定した。

l全国の医療施設における広域搬送患者受入可能数を
調査した結果、受入能力は概ね確保できる。

l全国の国立病院・国立大学病院・日本赤十字社を対
象に医師等の派遣可能数を調査した結果、全国各地か
ら約１００人の医師が派遣可能であったが、地震発生直
後で輸送手段に限りのある状況を踏まえると、必要な時
間内で現実に派遣できる医師数は２０人程度。災害拠点
病院等も含めて、輸送手段の制約を考慮した派遣可能
医師等の確保が必要。

l目標患者数の広域医療搬送を実行するため、災害発
生時の緊急医療チーム（被災地内搬送拠点における中
継医療及び患者搬送航空機への同乗に従事）派遣体制
の構築が必要。

＜広域医療搬送の対象とする患者（症状）の考え方＞

被災地内での治療が困難であって、被災地外の医療施設において緊急に手術や処置などを行うことにより、
生命・機能予後の改善が十分期待され、かつ搬送中に生命の危険の少ない病態の患者。
（症状例）
・身体の一部が家屋に挟まれた等の既往がある患者（クラッシュ症候群）。
・頭、胸、腹部等に中等度の外傷がある患者。
・全身に中等度以上の熱傷がある患者。
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２．消防庁・警察庁の広域応援派遣計画策定と広域援助部隊の活動拠点の確保

＜緊急消防援助隊運用方針＞

l陸路による約１，２００隊（１個隊5名程度）の派遣の
ほか、航空部隊の派遣等について運用方針を策定。

＜広域緊急援助隊等（警察）の派遣計画＞

l派遣総数約２０，０００人からなる派遣計画を策定。

＜広域援助部隊の活動拠点の選定について＞
l警察、消防、自衛隊の部隊活動拠点として、４６５ヶ所の拠点地を決定。

【震源：埼玉県南東部（さいたま市）の場合】

吏 7,592 人
団 29,134 人
（小計） 36,726 人
吏 7,915 人
団 14,804 人
（小計） 22,719 人
吏 18,142 人
団 24,351 人
（小計） 42,493 人
吏 9,118 人
団 19,437 人
（小計） 28,555 人
吏 42,767 人
団 87,726 人
合計 130,493 人

都県名 応援隊数
被災都県の
消防職・団員数

隊

千葉県

埼玉県

東京都

神奈川県

隊合計

132 隊

225

747

150

1,254

隊

隊

H15.5.1現在

１個隊５名程度（任務により編成人数が異なる）被害の状況により派遣隊数が異なる

内　訳

区　　分 拠点数

埼　玉　県 166 約 1,400

千　葉　県 179 約 920

東　京　都 12 約 20

神奈川県 108 約 240

計 465 約 2,580

面積(ha)

　○用途別拠点数（延べ数のため、合計は一致しない）

　　・警察使用拠点数　　　　２１４
　　・消防使用拠点数　　　　３０８
　　・自衛隊使用拠点数　　 １８２

２０３
２９３
１７６



３．自衛隊機の利用計画の策定

＜自衛隊輸送機利用計画の考え方＞

l捜索・救助活動と医療提供活動の迅速化
について両立を図ることを基本とする計画の
考え方を整理した。

立川駐屯地
より半径約２５
０ｋｍ圏におい
てCH-47大型
ヘリコプタを広
域医療搬送に
利用

C-1/C-130による輸
送は全国の自衛隊
の飛行場との間で、
自衛隊の部隊・資
機材及び広域医療
搬送を実施する。

南関東地域直下の地震に
おける
自衛隊輸送機利用計画の
概要図（案）

100ｋｍ
200ｋｍ

300ｋ
ｍ

・C-1・C-130輸送機
・CH-47大型ヘリコプタ

（Ｃ－１・Ｃ－１３０輸送機による輸送）
・南関東地域から遠方の自衛隊等飛行場と被災地と
の間で、往路において自衛隊の部隊・資機材及び
医師等を被災地内へ輸送するとともに、その復路
において重篤患者を被災地外へ搬送する。
・警察、消防の部隊派遣については基本的に、約24
時間以降需要に応じることとし、自衛隊機で対応で
きない場合には、民間航空機及びフェリーの利用
を検討する。

（ＣＨ－４７大型ヘリコプターによる輸送）
・南関東地域の近隣地域において、自衛隊所要、被
災地内の支援活動、広域医療搬送（医師等もしく
は重篤患者の搬送）を行う。



緊急輸送ルート事前計画

進出拠点への進出予定路線

自衛隊進出拠点

緊急消防援助隊進出拠点

警察応援部隊進出拠点

東京港

横浜港

10
11

12

13

14 1820

19

16

15

17

21

22

24

23

名　　　　称 所　　　　在

15 葛西臨海公園 江戸川区臨海町６－２

16 立川地域防災センター 立川市緑町３２３３－２

神
奈
川
17 県総合防災センター 厚木市下津古久２８０

千
葉 18 柏の葉公園 柏市柏の葉４－１－１

19 県中央防災基地 川島町大字上狢１１１－１
20 埼玉スタジアム２００２ さいたま市緑区大字中野外

区分

東
京

埼
玉

名　　　　称 所　　　　在

1 陸上自衛隊練馬駐屯地 練馬区北町４－１－１

2 陸上自衛隊用賀駐屯地 世田谷区上用賀１－２０－１

3 陸上自衛隊東立川駐屯地 立川市栄町１－２－１０

4 陸上自衛隊十条駐屯地 北区十条台１－５－７０

5 陸上自衛隊三宿駐屯地 世田谷区池尻１－２－２４

6 陸上自衛隊立川駐屯地 立川市緑町５

7 海上自衛隊厚木基地 綾瀬市無番地

8 陸上自衛隊座間駐屯地 座間市座間

9 陸上自衛隊横浜駐屯地 横浜市保土ヶ谷区岡沢町２７３

10 陸上自衛隊松戸駐屯地 松戸市五香六実１７

11 海上自衛隊下総基地 東葛飾郡沼南町富士ヶ谷

12 陸上自衛隊習志野駐屯地 船橋市薬円台３－２０－１

13 陸上自衛隊朝霞駐屯地 朝霞市大字岡

14 陸上自衛隊大宮駐屯地 さいたま市日進町１

埼
玉

神
奈
川

区分

東
京

千
葉

名　　　　称 所　　　　在
東　京 21 東京消防庁 千代田区大手町１－３－５
神奈川 22 横浜市消防局 横浜市保土ヶ谷区川辺町２?９
千　葉 23 千葉市消防局 千葉市中 央区長洲１－２－１
埼　玉 24 さいたま市消防本部 さいたま市浦和区常盤6丁目１－２８

区分

４．緊急輸送ルート計画について

● 広域緊急援助隊（警察）、緊急消防援助隊、自衛隊の進出拠点までの路線を、重点的に確保すべ
き輸送路としてあらかじめ定めた「緊急輸送ルート事前計画」を策定策定

● 発災後、被災状況、応急復旧実施状況、迂回路の設定、交通規制状況を盛り込んだ「緊急輸送
ルート計画を策定し、これに基づいて部隊が進出する。
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